
生　計　維　持　を　証　明　す　る　も　の

学　生 今までに就職していた場合（１年以内に退職）
現在

就職して
いる場合

各種年金
受給者

別　居
（注２）

不動産・
雑所得等

調　書

雇用保険に加入していた場合

雇用保険
に加入し
ていない
場　　合

受給しない
受給する
（注意１）

受給期間
延長

受給終了

配　偶　者 ○ △
△

結婚届出
○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ 様式－１

子 16歳未満
（*）新生児除く

○ △ ○ － △ － － － － － － － － △ △ ○ 様式－１

16歳以上
26歳未満

○ △ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ 様式－２

孫
兄弟姉妹

○ △ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 様式－２

父母・祖父母
祖々父母

○ △ ○ ○ △ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 様式－２

同
 
居

が
原
則

★その他 ○ △ ○ ○ △ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 様式－２

○ △
障害者手帳
医療受給者証 ○ ○ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○

様式－２
様式－３

　証明する
　ところ

市区町村 入所施設 学校法人
公共職業安定所
（ハローワーク）

事業主 日本年金機構 金融機関 －

証明を必要 　　生年月日・続柄・同居
とする理由 　　を確認するため。
その他 　　外国人は外国人登録原票

　　記載事項証明書および
　　外国人登録証明書（写）

＊提出書類で判断出来ない場合は、再度別の書類を求める場合があります。
(注意１）支給日額が3,612円以上（60歳以上は5,000円以上）の場合は申請できません。

○　該当している人は必ず提出していただく書類
△　必要であれば提出していただく書類 （注意２）認定対象者へ毎月下限基準額以上の金額を仕送りしていることが必要です。

 
★その他　　３親等内の親族又は配偶者の父母・祖父母等 （注意３）ＮＴＮ株式会社の「家族手当基準」に定める学校法人であること。
　　
（＊）新生児　配偶者が扶養でない場合母子手帳(写）または住民票、（配偶者の源泉徴収票または所得証明書が必要な場合あり） （注意４）自営業を廃業した場合は、「廃業届(税務署受付印があるもの）」を提出して下さい。
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